
苫 小 牧 市 地 域 日 本 語 教 室  

有 償 ボ ラ ン テ ィ ア 講 師 制 度 実 施 要 綱  

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、「地域日本語教室」（以下「教室」という。）の実施にあたり、教室

運営を担う有償ボランティア講師（以下「講師」という。）について、必要な事項を定

めるものとする。  

（定義）  

第２条 この要綱において、講師とは、苫小牧市（以下「市」という。）が実施する教室

において、日本語教育に関する専門的な知識・経験を有する立場から教室運営を担う

人材をいう。  

（活動内容）  

第３条 講師は日本語教育に関する専門的な知識・経験を活かし、以下の活動を行う。  

 （１）生活の日本語を学習する地域日本語教室おける講師  

 （２）地域交流等を目的として日本語を使った交流型教室におけるコーディネーター

業務や講師  

 （３）日本語学習について学習者等が相談できる日本語学習相談における相談対応  

 （４）その他、市が主催・共催する教室などにおける講師  

 （５）市が開催もしくは情報発信する講師向けの研修等への参加並びに市が開催する

講師同士の情報共有や連携を目的とした集いへの参加  

 （６）その他、市が認めた活動  

（活動報告）  

第４条 講師は、第３条の（１）から（４）に示す活動をした場合、１か月ごとに活動

報告書（様式第５号）を提出し、市長へ報告しなければならない。 

（遵守事項）  

第５条 講師は、活動上知り得た秘密を漏らしてはならない。活動を退いた後も同様と

する。 

２ 講師は、専門的立場から公平性をもって活動するものとし、自己の利益を図ること

を目的とした支援、助言は行ってはならない。 

（謝金）  

第６条 講師への謝金は、市が対象とする教室の開催時間を範囲とし、次のとおりとす

る。  

（１）金額は１時間単位１，０００円（交通費込）とし、市の予算の範囲内において

支払う。ただし、５人以上の教室については、教材等準備として、１時間単位２

５０円を加えた額とする。  

（２）謝金の支払いは口座への振込とし、１か月毎の実績払いとする。  



 （３）出張（管外）旅費については、市職員の旅費に関する条例、その他の市の旅費

に関する規程の例により、予算の範囲内で支払うものとする。  

（資格）  

第７条 講師は、多文化共生のまちづくりに理解と熱意があり、登録日本語教員の有資

格者で市が認めた者とする。また、当面の間は、従来の日本語教師の要件を満たした

者で市が認めた者も対象とする。  

（登録方法）  

第８条 講師の登録をしようとする者（以下「申請者」という。）は、登録申請書（様式

第１号）に必要事項を記入し、市長に提出するものとする。  

２ 市長は、前項による申請があったときは、申請者と面接した上で、講師の資格を有

すると認めた場合には登録決定を行い、申請者に登録決定通知書（様式第２号）によ

り通知するものとする。  

（登録期間）  

第９条 講師の登録期間は１年とする。ただし、年度の途中で登録された場合は、登録

の日からその年度末までとする。 

２ 市が年度末に実施する意向調査により、更新の意思があった場合、登録更新届出書

（様式第３号）の提出により、登録期間を１年間更新できる。 

３ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第１項の規定に関わらず、

講師の職を解くことができる。 

（１）講師が、特別な理由によりその職を辞する意思を表示し、これを相当であると

認めたとき 

（２）疾病等により、講師がその職務を全うすることが困難であると判断したとき 

（３）市の信用を傷つけ、又は市の不名誉となるような行為を講師が取ったと判断し

たとき 

（４）役割を著しく逸脱した行為を講師が取ったと判断したとき 

（５）第４条に規定する遵守事項に講師が違反したと認めたとき 

（６）前各号に掲げるもののほか、講師に留まらせておくことが、社会通念に照らし

て著しく不合理であると判断したとき 

（登録変更）  

第１０条 講師は、登録申請書の記載事項に変更があるときは、すみやかに変更届出書

（様式第４号）を提出するものとする。  

（その他）  

第１１条 この要綱に定めるもののほか、講師の活動に関し必要な事項等は、市長が別

に定める。  

附  則  

１ この要綱は、令和６年４月１日から適用する。  


